
 

処理水の海洋放出開始に伴う水産業への現時点での影響について 

 

○価格動向 

【水産部会構成団体等からの聞き取り】（漁協、魚市場、流通対策協議会など） 

（１）輸出停止 

ホタテガイ、カキ、水産加工品の香港向け輸出が停止 

（２）ホタテガイ 

８月の価格は、５月時点の価格から約２５％下落 

（３）アワビ・ナマコ 

アワビ（夏漁）の７月の価格は、６月時点の価格から約２０％下落 

本県では１１月からが本格的な漁獲シーズンを迎えるが、これまで輸出していた割合が多い（香港向けなど）ことから、今シーズン 

の流通を不安視している意見が多い 

 

【県内産地魚市場】（主要４港：気仙沼、女川、石巻、塩釜）  

・各魚市場において例年水揚げ量の多い魚種上位５種について調査した結果、現時点において海洋放出が開始されたことが起因と思われ

るような市場価格の急落や、価格の下落が続くような傾向など、風評被害の影響と思われる兆候は確認されない。 

・例年、平均単価が上昇する年末年始の価格動向について、調査を継続していく。 
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提案団体 意⾒・要望
①国際機関との緊
密な連携

➢IAEAは、ALPS処理⽔の取扱いに係る安全性等に
ついて、IAEA安全基準に基づくレビューや、海域
モニタリングでの試料採取の⼿法や分析機関の分析
能⼒の確認を⾏うとともに、これらの結果について
は、その進捗に応じて適時に公表する。
➢OECD/NEA等の専⾨的知⾒を有する国際機関に
おいても、専⾨家によるワークショップ等を通じ
て、国際社会に積極的な発信を⾏い、信頼性及び透
明性の向上を図る。

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

国際的な監視はＩＡＥＡ以外に環境や海洋の機関も⼊れてほしい。

③徹底した情報公
開と⾼頻度の情報
提供

➢放出前の放射性物質の客観性及び透明性の⾼い測
定の結果、希釈設備の稼働状況、放出後における東
京電⼒が実施する各地域での海域環境モニタリング
の結果等の情報を丁寧に公開するよう東京電⼒に求
める。
➢政府においても、ホームページによる公表や、廃
炉・汚染⽔・処理⽔対策チーム会合事務局会議にお
ける報道機関への説明等の情報の公開に加え、国内
外の関⼼の⾼さを踏まえ、ALPS処理⽔についての
情報を⼀元的に公開する等、国内外に向けて正確で
分かりやすい情報提供を⾏う。

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

モニタリング結果はマスメディア等を積極的に活⽤し毎回周知すべ
き。政府、東電HPの他、メディアを利⽤し、⼦供でもわかるよう
検査結果の情報発信を実施してほしい。

国及び東京電⼒ホールディングス株式会社への意⾒要望

【国：基本⽅針の着実な実⾏に向けた⾏動計画に対する意⾒・要望】
対策

対策３：国際機関等
の第三者による監視
及び透明性の確保

県資料③
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提案団体 意⾒・要望
【国：基本⽅針の着実な実⾏に向けた⾏動計画に対する意⾒・要望】

対策
対策４：安⼼が共有
されるための情報の
普及・浸透

④消費者の理解向
上

➢多様な媒体を活⽤し、ターゲットに応じた内容の
⼯夫を⾏う等、正確で分かりやすい情報発信を積極
的に展開。
➢インフルエンサー等を通じて、消費者に届く情報
発信、消費者が得たい情報にたどり着きやすくする
ための環境整備、消費者の安⼼につながる取組を拡
充。
➢⾷品中の放射性物質に関する基準値の内容や、地
⽅⾃治体等が⾏った⾷品中の放射性物質の検査結果
について、ホームページ等における速やかな国内外
への情報発信を継続。
➢経済産業省・東京電⼒が開催する地域住⺠のため
の視察・座談会の回数・地域の拡⼤、企業研修にお
ける視察機会の提供。

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

消費者の理解向上に関し、国内外の消費者の意⾒を定期的に収集し
把握していただきたい。

対策５：国際社会へ
の戦略的な発信

④各国・地域及び
市場関係者に対す
る情報発信

➢外務省（在外公館等含む。）及び経済産業省から
国際機関・各国政府等・海外の報道機関への説明を
強化・継続。
➢在京⼤使館等への体系的な説明も強化・継続する
とともに、福島第⼀原⼦⼒発電所への視察機会を積
極的に提供。
➢各国・地域の状況に応じて、誰に対して、どのよ
うな媒体を使い、どのような内容を発信するのか等
を戦略的に検討し、それに基づいた対応を実施。当
該地域の市場や経済実態に合わせ、関連ビジネスが
円滑に展開できるよう市場関係者に対する情報発信
も進める。
➢⽇本産⾷品を取り扱う事業者等に対しても、分か
りやすい説明資料を作成、多⾔語化して広く提供。

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

➀関係団体の意⾒を反映した⾵評対策の着実な実施について、引き
続き責任を持って機動的に取り組むよう強く求める。
②これまで実施されている輸⼊禁⽌措置に加え、今般、処理⽔の海
洋放出により中国、⾹港、マカオが実施した輸⼊禁⽌措置に対して
も、⼀刻も早く撤廃されるよう、働きかけることを強く求める。
③海外における処理⽔の報道内容や消費者の対応を情報発信してほ
しい。
④漁業、⽔産業を始めとした輸⼊禁⽌や⾵評被害に対し、早急な補
償をするよう、東京電⼒への指導に注⼒してほしい。
⑤海外バイヤーやインフルエンサーを三陸・常磐に招聘し、産地訪
問や試⾷会などを実施し、⽔産物の安全性について情報発信をして
ほしい。
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提案団体 意⾒・要望
【国：基本⽅針の着実な実⾏に向けた⾏動計画に対する意⾒・要望】

対策
⑤国際会議・イベ
ントの活⽤

➢関係国⾸脳が集まる会合において、政府ハイレベ
ルから丁寧な説明を実施。
➢IAEAの事故後10年関連⾏事の場で海外機関との
共催によるオンラインセミナー等を開催。
➢JETRO等が出展する海外⾒本市においても、⽇本
産品の魅⼒等について、政府⼜は⾃治体によるトッ
プセールスを含めてPRを⾏う。
➢2025⼤阪・関⻄万博の機会を活⽤して、被災地
の復興状況のPRを⾏う。

⑥海外の報道機
関・インフルエン
サー等への情報提
供

➢海外の報道機関に対しては、記者会⾒の機会の提
供、東京2020オリンピック・パラリンピック競技
⼤会の特設ブースにおける講演、福島第⼀原⼦⼒発
電所への視察招へいの企画等を通じて、科学的根拠
に基づく情報を丁寧に発信。
➢海外の科学者・有識者に対しても、事実関係・科
学的根拠に基づく情報を継続的に提供。
➢復興庁において、海外のインフルエンサーの招へ
い等を⾏い、それぞれの国・地域の関⼼に応じた情
報提供を⾏う。
➢事実と異なる主張・情報発信に対しては、科学的
根拠に基づく情報を経済産業省のホームページにお
いて発信する等、誤解が⽣じないための対策を講じ
る。

対策５：国際社会へ
の戦略的な発信

⑦輸⼊規制の緩
和・撤廃

➢東電福島第⼀原発事故後に導⼊された各国の農林
⽔産物・⾷品に対する輸⼊規制の緩和・撤廃に向け
て、相⼿国政府への丁寧な説明を実施していくとと
もに、ALPS処理⽔の海洋放出に係る基本⽅針の公
表に伴い、新たな輸⼊規制措置が執られないよう取
り組む。
➢政府⼀体となって、対応を加速化。

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

（再掲）
これまで実施されている輸⼊禁⽌措置に加え、今般、処理⽔の海洋
放出により中国、⾹港、マカオが実施した輸⼊禁⽌措置に対して
も、⼀刻も早く撤廃されるよう、働きかけることを強く求める。

対策５：国際社会へ
の戦略的な発信

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

（再掲）
➀関係団体の意⾒を反映した⾵評対策の着実な実施について、引き
続き責任を持って機動的に取り組むよう強く求める。
②これまで実施されている輸⼊禁⽌措置に加え、今般、処理⽔の海
洋放出により中国、⾹港、マカオが実施した輸⼊禁⽌措置に対して
も、⼀刻も早く撤廃されるよう、働きかけることを強く求める。
③海外における処理⽔の報道内容や消費者の対応を情報発信してほ
しい。
④漁業、⽔産業を始めとした輸⼊禁⽌や⾵評被害に対し、早急な補
償をするよう、東京電⼒への指導に注⼒してほしい。
⑤海外バイヤーやインフルエンサーを三陸・常磐に招聘し、産地訪
問や試⾷会などを実施し、⽔産物の安全性について情報発信をして
ほしい。

-3-



提案団体 意⾒・要望
【国：基本⽅針の着実な実⾏に向けた⾏動計画に対する意⾒・要望】

対策
対策７：安全証明・
⽣産性向上・販路開
拓等の⽀援

④中⼩機構や
JETRO等による⽀
援

➢特別相談窓⼝の設置等
➢復興⽀援アドバイザーの派遣等
➢EC・⾒本市等での⽀援
➢経済団体等のネットワークの活⽤

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

１ 宮城県にも福島県同様に各⽀援を実施していただきたい。
２ 国際的認証取得（ＭＳＣ、ＡＳＣ、ＭＥＬ、ＣＯＣ等）につい
て⾵評影響で認証できなくならないよう認証機関と⼗分に事前調整
を実施すること。

対策９：万⼀の需要
減少に備えた機動的
な対策

①万⼀の需要減少
に備えた機動的な
対策

➢新たな緊急避難的措置として、⽔産物の販路拡⼤
や、冷凍に向いている⽔産物の⼀時的買取り・保管
等について、機動的・効率的に対策が実施されるよ
う、基⾦により、全国的に弾⼒的な執⾏が可能とな
る仕組みを構築。

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

 ⼀時買取と保管は、加⼯品等も対象とすること。 物流の運賃補助
を実施すること。

対策１０：なおも⽣
じる⾵評被害への被
害者の⽴場に寄り添
う賠償

①〜③体制の整
備・賠償の⽅針・
賠償に関する紛争
解決

➢特別チーム（処理⽔損害対応⽀援室）において、
東京電⼒に対する指導にとどまらず、国が前⾯に
⽴って迅速かつ適切な賠償の実現に向けた賠償⽅針
の周知や⽀援、東京電⼒の対応状況の確認を実施。
また、東京電⼒による問合せ対応や請求⽀援に関す
る指導を⾏う。
➢東京電⼒に対して⾵評賠償の枠組みの早期取りま
とめ・公表を指導し、速やかに、各地域や業種ごと
に当該枠組みを説明し、賠償基準を具体化するため
の協議を実施。また、協議の際は、事業者団体等の
要請により、関係省庁も参加して調整を促進する。
➢個別の損害賠償に不服がある場合には、ADRセン
ターの活⽤を促すとともに、東京電⼒に対して「和
解仲介案の尊重」の⽅針を遵守するよう指導する。

宮城県
⾷品輸出促進
協議会

（⼀部再掲）
漁業、⽔産業を始めとした輸⼊禁⽌や⾵評被害に対し、早急な補償
をするよう、東京電⼒への指導に注⼒してほしい。
賠償が受けられるまでの間、国の責任において、無利⼦・無利息の
つなぎ融資を⾏っていただきたい。

-4-



提案団体 意⾒・要望
②産地段階における⼀時買取・保管や漁
業者団体・加⼯/流通業者等による販路拡
⼤等への⽀援（300億円基⾦の活⽤）

宮城県⾷品輸出
促進協議会

（再掲）
 ⼀時買取と保管は、加⼯品等も対象とすること。 物流の運賃補助を実施するこ
と。

宮城県漁協 組合員の運転資⾦⽀援をお願いする。(県漁業経営サポート資⾦の貸付限度額引き
上げ、償還期間の延⻑)

産地⿂市場
(⼥川)

北海道で⽔揚げされるサンマは@800円/kgと⾼単価であり、少量(１０トン程度)の
漁獲量では⼥川に⽔揚げしないので、当⾯サンマ船の⼊港は期待できない。

流通対策協議会
(塩釜)

11⽉からのナマコ漁が取引できないようなことになれば、地元の加⼯業者は基本的
には現⾦商売であるため、仕⼊れに回せない可能性が出てくる。(ゼロゼロ融資の
検討も必要)

流通対策協議会
(⽯巻)

⽯巻の加⼯業者は、東⽇本⼤震災後の設備投資、海洋環境の変化による⽔揚げ⿂種
の変化への対応、新型コロナへの対応に続いて処理⽔の海洋放出と、各企業の体⼒
がなくなっており、⼈材確保難、⼈件費増加、新たな設備投資に対応できなくなっ
ている。

流通対策協議会
(⽯巻)

東⽇本⼤震災後の設備投資に係る融資返済が⻑期スパンで可能となるようにして欲
しい。また雇⽤確保への⽀援、設備投資への⽀援、地元加⼯業者が⽣き残るための
施策を要望したい。

漁業信⽤基⾦協会 保証関係の特例措置について国等と協議中。(⽔産庁、農林漁業信⽤基⾦)
宮城県⾷品輸出
促進協議会

（再掲）
関係団体の意⾒を反映した⾵評対策の着実な実施について、引き続き責任を持って
機動的に取り組むよう強く求める。

流通対策協議会
(⼥川)

ホタテの在庫を約２００トン抱えている。(通常１年間で販売する量)

流通対策協議会
(塩釜)

⾹港やマレーシアなどに組合員１０社の製品をまとめて、年６回程度コンテナ輸出
していたが、⾹港への輸出が全てストップされている。（塩釜市団地⽔産加⼯協同
組合）

消費地⿂市場
(仙都⿂類)

秋さけ(⾝)を中国へ輸出している業者から、今後購⼊を⾒送ると⾔われる可能性が
ある。

【国：⽔産業を守る政策パッケージに対する意⾒・要望】
対策

１．国内消費拡⼤・⽣産持続対策

③国内⽣産持続対策（相談窓⼝の設置、
漁業者・加⼯/流通業者等への資⾦繰り⽀
援、出荷できない養殖⽔産物の出荷調整
への⽀援、新たな⿂種開拓等⽀援、燃油
コスト削減取組⽀援）（300億円基⾦、
500億円基⾦の活⽤等）等

①⼀部の国・地域の科学的根拠に基づか
ない措置の即時撤廃の働きかけ

２．⾵評影響に対する内外での対応
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提案団体 意⾒・要望
【国：⽔産業を守る政策パッケージに対する意⾒・要望】

対策
宮城県⾷品輸出
促進協議会

（再掲）
関係団体の意⾒を反映した⾵評対策の着実な実施について、引き続き責任を持って
機動的に取り組むよう強く求める。

産地⿂市場
(気仙沼)

⾵評被害が拡⼤しないよう、国・報道機関等による安全性の啓発活動を実施して欲
しい。

流通対策協議会
(塩釜)

東電ポータルサイトをもっと周知すべき。(特に60歳代以上への周知)
安全性について、毎⽇検査結果を新聞で公表するなど、アナウンスの仕⽅を考えて
欲しい。

流通対策協議会
(気仙沼)

国・報道機関による処理⽔に係る正確な報道が必要。

流通対策協議会
(塩釜)

国内需要に対する施策、消費を喚起させる施策を検討して欲しい。

流通対策協議会
(⽯巻)

国⺠が買い⽀えるといっても、宮城県産と北海道産の同じ商品が並んだ場合、選ば
れるのは北海道産であり、宮城県産が選ばれる施策を実施して欲しい。

流通対策協議会
(気仙沼)

地域や商材を限定せず、海外での⽇本製品のPRと国内での販促活動が必要。

宮城県⾷品輸出
促進協議会

（再掲）
⼀時買取と保管は、加⼯品等も対象とすること。 物流の運賃補助を実施するこ
と。

流通対策協議会
(塩釜)

商社経由の輸出もストップしており、簡単に輸出先の変更は難しい。原料を担保に
した融資や、売れなかった場合は国が買い取るなどの⽀援をしていただきたい。

宮城県⾷品輸出
促進協議会

（再掲）
宮城県にも福島県同様に各⽀援を実施していただきたい。

流通対策協議会
(塩釜)

地産地消の促進、国⺠に利⽤してもらうための販路開拓⽀援を実施して欲しい。

４．国内加⼯体制の強化対策 ②国内の加⼯能⼒強化に向けた、加⼯/流
通業者が⾏う機器の導⼊等の⽀援

流通対策協議会
(塩釜)

三陸のホタテや北海道のマダラ、スケソウなどを加⼯するための補助事業、加⼯業
者が原料を購⼊する際の補助事業を検討して欲しい。

②ビジネスマッチングや、飲⾷店フェア
による海外市場開拓、ブランディング⽀
援よる海外市場開拓、ブランディング⽀
援等

３．輸出先の転換対策 ①輸出減が顕著な品⽬（ほたて等）の⼀
時買取・保管⽀援や海外も含めた新規の
販路開拓を⽀援

②国内外に向けた科学的根拠に基づく透
明性の⾼い情報発信、誤情報・偽情報へ
の対応強化

③販売促進・消費拡⼤に向けた働きかけ
やイベント実施、観光需要創出、⼩売業
界の取引継続に向けた環境整備等

２．⾵評影響に対する内外での対応
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提案団体 意⾒・要望
【国：⽔産業を守る政策パッケージに対する意⾒・要望】

対策
②国内の加⼯能⼒強化に向けた、加⼯/流
通業者が⾏う機器の導⼊等の⽀援

流通対策協議会
(⼥川)

国が国内加⼯を推進するのであれば、両⾙で輸出していた分は宮城県に回してもら
い、本県で加⼯、輸出拠点を作れれば良い。そのためには加⼯の機械化が必要。
(ホタテ⽟冷加⼯機械の貸与など)

③輸出先国等が定めるHACCP等の要件に
適合する施設や機器の整備や認定⼿続を
⽀援（既存予算の活⽤）

流通対策協議会
(塩釜)

禁輸措置を講じていない国への海外輸出といっても、HACCP認証が必要ですぐに
は対応できない。

宮城県⾷品輸出
促進協議会

（再掲）
被害を受けている事業者等の状況を考慮し、賠償が早期に実施されるよう、東京電
⼒を指導していただきたい。

産地⿂市場
(気仙沼)

単価が下落すれば、逸失利益の補填するための賠償請求を実施する。

流通対策協議会
(塩釜)

東⽇本⼤震災の際、東京電⼒と交渉したがとても苦労し⼤変だった。(弁護⼠対応)
相談窓⼝を明確にしていただきたい。

流通対策協議会
(⼥川)

宮城県漁協と連携して平準化事業に参画しても、製造費⽤の約７割しかカバーでき
ないため、損失分は東京電⼒に損害賠償してもらうこととしたい。

消費地⿂市場
(仙台⽔産)

仙⽔グループで⾹港へカキを⽉に１〜２トン輸出していたが、７⽉からストップ。
東京電⼒に相談中。

５．迅速かつ丁寧な賠償 ⼀部の国・地域の措置を受け輸出に係る
被害が⽣じた国内事業者には、東京電⼒
が丁寧に賠償を実⾏

４．国内加⼯体制の強化対策
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【その他、国に対する意⾒・要望】
団体名 国の⾏動計画・政策パッケージで整理できない意⾒・要望

宮城県⾷品輸出促進
協議会

賠償が受けられるまでの間、国の責任において、無利⼦・無利息のつなぎ融資を⾏っていただきたい。

JA宮城中央会 国⺠・国際社会に対する理解醸成を徹底すること。
JA宮城中央会 農畜産物の輸出への影響や⾵評被害等が認められた場合には、万全な損害賠償措置を即時に講ずるよう、東京電⼒ホー

ルディングス株式会社に対し指導すること。

団体名 意⾒・要望
宮城県⾷品輸出促進
協議会

被害を受けている事業者等の状況を考慮し、賠償を早期に実施していただきたい。

JA宮城中央会 農畜産物に⾵評被害等が認められた場合には、万全な損害賠償措置を即時に講ずること。

【東京電⼒ホールディングス株式会社に対する意⾒・要望】
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処理水の取扱いに関する宮城県連携会議水産部会 

現状報告と申し入れ事項について 

 

令 和 ５ 年 １ ０ 月 ６ 日 

処理水の取扱いに関する 

宮城県連携会議 水産部会 

 

１ 現状報告 

・８月２４日に開始された処理水の海洋放出により、一部の国で水産物の輸入禁止措置を講じたことにより、輸出事業や国内流通に影響が生じ

ており、現時点での主な内容は下記のとおり。 

 

①魚価の下落 ホタテガイ、アワビ     ②輸出への影響 ホタテガイ、アワビ、ナマコ、カキのほか、水産加工品    

 

・本県では、これからカキやノリ、ワカメなどの養殖業が生産期を迎えるほか、１１月からはアワビ漁、ナマコ漁などが始まるため、これまで

どおりの流通取引が維持されるか、水産関係事業者は非常に不安な思いを抱えている。 

 

 

２ 国及び東京電力への申し入れ事項 

９月４日公表「水産業を守る」政策パッケージの迅速かつ確実な実行と、活用状況の情報提供を求めるほか、下記の事項を申し入れる。 

 

 ○海洋放出以外の処分方法の継続検討 

 ○禁輸措置の早期解除（韓国、中国に加え、今般新たに措置を講じた国・地域を含む） 

 ○トリチウム除去技術の継続検討 

 ○モニタリング結果の迅速な公表と正確な情報発信の継続 

〇損害を被った事業者の立場に立った丁寧な対応と、損害に対する適切かつ迅速な損害賠償の実施及び業態に応じた賠償基準の明確化 

◎水産関係事業者のなりわい継続に向けた金融支援の一層の充実 

  

 （凡例 ○＝継続して申し入れる事項、◎及び下線＝新たに申し入れる事項） 
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